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「内部統制システム構築の基本方針」の見直しについて 

 
 当社は、平成 23 年６月６日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方
針」の見直しを決議いたしました。今回の見直しの目的及び変更の内容は下記に記載のと

おりです。また、本見直し後における「内部統制システム構築の基本方針」の内容は末尾

添付のとおりであります。 
 
１．見直しの理由 

現行の体制に合わせるために必要な変更を行う。 
 
２．変更の内容 
変更の内容は次のとおりです。 
現行 改訂後 

2010年３月 27日 
内部統制システム構築の基本方針 

 

2011年６月６日 
内部統制システム構築の基本方針 

 
１．取締役、使用人の職務の執行が法令及

び定款に適合することを確保するた

めの体制 
（１） 法令、定款、社内規定、就業規

則の遵守を目的とした、取締役

を含む全従業員がとるべき行

動を具体的に示した「企業行動

憲章」を制定する。 
（２） 取締役は、取締役会を通じ取締

役相互の監視、監督を行う。 
（３） 社内コンプライアンスを恒常

的に整備、管理、構築するため、

経理部門担当取締役を責任者

１．取締役、使用人の職務の執行が法令及

び定款に適合することを確保するた

めの体制 
（１） 法令、定款、社内規定、就業規

則の遵守を目的とした、取締役

を含む全従業員がとるべき行

動を具体的に示した「企業行動

憲章」を制定する。 
（２） 取締役は、取締役会を通じ取締

役相互の監視、監督を行う。 
（３） 社内コンプライアンスを恒常

的に整備、管理、構築するため、

経理部門担当取締役を責任者



とし、各部署より担当者を選出

し「コンプライアンス委員会」

を設置する。コンプライアンス

委員は監査役、監査室と連携し

コンプライアンス体制の機能

状況及び問題点を調査し、取締

役会に報告する。併せて、調査

結果に基づき該当部署と改善

計画を作成し、その改善状況に

ついても取締役会に報告する。

監査役は、コンプライアンス管

理体制の機能状況について監

査を行う。 
（４） 社内教育担当部署は、コンプラ

イアンス委員会と連携し、全従

業員に対するコンプライアン

ス教育を実施する。 
（５） 取締役を含む全従業員の職務

執行に係るコンプライアンス

上疑義ある行為について通報、

相談を推進するため、「内部通

報者保護規程」を制定し、「コ

ンプライアンス通報相談窓口」

を社内及び社外（弁護士）に設

置する。 
（６） 反社会的勢力及び団体には毅

然たる態度で接し、これらから

の要求は断固拒否する。 

とし、各部署より担当者を選出

し「コンプライアンス委員会」

を設置する。コンプライアンス

委員は監査役、監査室と連携し

コンプライアンス体制の機能

状況及び問題点を調査し、取締

役会に報告する。併せて、調査

結果に基づき該当部署と改善

計画を作成し、その改善状況に

ついても取締役会に報告する。

監査役は、コンプライアンス管

理体制の機能状況について監

査を行う。 
（４） 社内教育担当部署は、コンプラ

イアンス委員会と連携し、全従

業員に対するコンプライアン

ス教育を実施する。 
（５） 取締役を含む全従業員の職務

執行に係るコンプライアンス

上疑義ある行為について通報、

相談を推進するため、「内部通

報者保護規程」を制定し、「コ

ンプライアンス通報相談窓口」

を社内及び社外（弁護士）に設

置する。 
（６） 反社会的勢力及び団体には毅

然たる態度で接し、これらから

の要求は断固拒否する。 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保 
存及び管理に関する体制 
（１） 取締役の職務の執行に係る情

報については、「文書管理規程」

に基づきその保存媒体に応じ

て適切に保存、管理を行う。 
（２） 取締役及び監査役は常時これ

らの文書を閲覧できるものと

する。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保 
存及び管理に関する体制 
（１） 取締役の職務の執行に係る情

報については、「文書管理規程」

に基づきその保存媒体に応じ

て適切に保存、管理を行う。 
（２） 取締役及び監査役は常時これ

らの文書を閲覧できるものと

する。 
 



３．損失の危険の管理に関する規定その 
他の体制 
（１） 当社の業務執行に係るリスク

に適切に対応するため、取締役

会において「リスクマネジメン

トの基本方針」を決定する。 
（２） リスク管理の実効性を確保す

るため、総務担当取締役を責任

者とした全社横断的な「リスク

マネジメント委員会」を設置

し、各部署におけるリスクの具

体的な対応策及び予防措置の

整備、運営を支援するととも

に、その状況を取締役会に報告

する。監査役はリスク管理の体

制の機能状況について監査を

行う。 
（３） 特に店舗及びケータリング工

場において不測の事態が発生

する場合の管理体制として「食

品安全委員会」、「労働安全衛生

委員会」を設置し、予防措置の

整備及び損失の最小限化を図

る。 

３．損失の危険の管理に関する規定その 
他の体制 
（１） 当社の業務執行に係るリスク

に適切に対応するため、取締役

会において「リスクマネジメン

トの基本方針」を決定する。 
（２） リスク管理の実効性を確保す

るため、代表取締役社長を責任

者とした全社横断的な「リスク

マネジメント委員会」を設置

し、各部署におけるリスクの具

体的な対応策及び予防措置の

整備、運営を支援するととも

に、その状況を取締役会に報告

する。監査役はリスク管理の体

制の機能状況について監査を

行う。 
（３） 特に店舗及びケータリング工

場において不測の事態が発生

する場合の管理体制として「食

品安全委員会」、「労働安全衛生

委員会」を設置し、予防措置の

整備及び損失の最小限化を図

る。 
４．取締役の職務の執行が効率的に行わ 
れることを確保するための体制 
（１） 原則として月２回開催される

取締役会及び月次決算報告会

において、各部門長、管理開

発各部長、各子会社社長から

重要事項、月次業績等の報告

を受ける。 
 
（２） 経営に関する重要事項に関し

ては、戦略会議での意見交換

及び情報の共有化を経た上で

取締役会において決定する。 
 

４．取締役の職務の執行が効率的に行わ 
れることを確保するための体制 
（１） 原則として月２回開催される

取締役会、実績検討会議及び

グループ月次決算報告会にお

いて、各部門長、管理開発各

部長、各子会社社長から重要

事項、月次業績等の報告を受

ける。 
（２） 経営に関する重要事項に関し

ては、経営会議での意見交換

及び情報の共有化を経た上で

取締役会において決定する。 
 



（３） 必要に応じ取締役の担当部門

を定め、経営計画に基づいた

各部門の目標、行動指針を決

定し、「組織規程」、「業務分掌

規程」、「職務権限規程」に基

づき職務執行が効率的に行わ

れるよう監督する。 
（４） 経営における意思決定及び監

督機能と業務執行機能を明確

に分離するため執行役員制度

を導入し、必要に応じ特定部

門の業務執行権限を委ねる。 

（３） 必要に応じ取締役の担当部門

を定め、経営計画に基づいた

各部門の目標、行動指針を決

定し、「組織規程」、「業務分掌

規程」、「職務権限規程」に基

づき職務執行が効率的に行わ

れるよう監督する。 
（４） 経営における意思決定及び監

督機能と業務執行機能を明確

に分離するため執行役員制度

を導入し、必要に応じ特定部

門の業務執行権限を委ねる。 
５．当社並びにその子会社から成る企業 
集団における業務の適正を確保する 
ための体制 
（１） 子会社の社長は、原則として

当社の月次決算報告会及びグ

ループ会議（各月１回開催）

に出席し、当社取締役に重要

事項及び月次業績等の報告を

行う。 
（２） 子会社の取締役又は監査役を

当社から派遣し、子会社の取

締役の業務執行状況及びコン

プライアンス体制、リスク管

理体制を監督又は監査する。 
（３） 子会社においても、コンプラ

イアンス教育を実施し子会社

各社における内部統制の実効

性を高めるとともに、当社の

「コンプライアンス委員会」

は必要に応じて各社への指

導、支援を行う。 
（４） 当社監査役と子会社監査役と

の情報交換の場を定期的に設

ける。 

５．当社並びにその子会社から成る企業 
集団における業務の適正を確保する 
ための体制 
（１） 子会社の社長は、原則として

当社のグループ月次決算報告

会及びグループ経営会議（各

月１回開催）に出席し、当社

取締役に重要事項及び月次業

績等の報告を行う。 
（２） 子会社の取締役又は監査役を

当社から派遣し、子会社の取

締役の業務執行状況及びコン

プライアンス体制、リスク管

理体制を監督又は監査する。 
（３） 子会社においても、コンプラ

イアンス教育を実施し子会社

各社における内部統制の実効

性を高めるとともに、当社の

「コンプライアンス委員会」

は必要に応じて各社への指

導、支援を行う。 
（４） 当社監査役と子会社監査役と

の情報交換の場を定期的に設

ける。 
 
 



６．監査役がその職務を補助すべき使用 
人を置くことを求めた場合における 
当該使用人に関する体制並びにその 
使用人の取締役からの独立性に関す 
る事項 
（１） 監査役が要請した場合、監査

室を監査役の職務を補助す

る部署とする。 
（２） 上記の要請期間中の監査室

使用人の指揮、命令権は監査

役に委譲される。また、同使 
用人の人事異動、人事評価、

懲戒は監査役会の同意を得

なければならない。 

６．監査役がその職務を補助すべき使用 
人を置くことを求めた場合における 
当該使用人に関する体制並びにその 
使用人の取締役からの独立性に関す 
る事項 
（１） 監査役が要請した場合、内部 

監査室を監査役の職務を補助

する部署とする。 
（２） 上記の要請期間中の内部監査

室使用人の指揮、命令権は監

査役に委譲される。また、同

使用人の人事異動、人事評

価、懲戒は監査役会の同意を

得なければならない。 
７．取締役及び使用人が監査役に報告をす 

るための体制その他の監査役への報告 
に関する体制及び監査役の監査が実効 
的に行われることを確保するための体 

  制 
（１） 監査役は、必要に応じて取締役

及び使用人に対して、会社の業

務執行状況の報告又は書類の

提示を求めることができる。ま

た、重要と思われる会議に出席

することができる。 
（２） 取締役及び使用人は、当社及び

子会社に著しい損害を及ぼす

おそれのある事項について監

査役に報告する。 
（３） 監査役会は代表取締役社長と

定期的に会合を持ち、監査上の

重要課題等について意見交換

を行う。 
（４） 監査役は監査室、会計監査人、

子会社監査役と定期的に意見

交換を行い、連携して当社及び

子会社各社の監査の実効性を

確保する。 

７．取締役及び使用人が監査役に報告をす 
るための体制その他の監査役への報告 
に関する体制及び監査役の監査が実効 
的に行われることを確保するための体 
制 
（１） 監査役は、必要に応じて取締役

及び使用人に対して、会社の業

務執行状況の報告または書類

の提示を求めることができる。

また、重要と思われる会議に出

席することができる。 
（２） 取締役及び使用人は、当社及び

子会社に著しい損害を及ぼす

おそれのある事項について監

査役に報告する。 
（３） 監査役会は代表取締役社長と

定期的に会合を持ち、監査上の

重要課題等について意見交換

を行う。 
（４） 監査役は監査室、会計監査人、

子会社監査役と定期的に意見

交換を行い、連携して当社及び

子会社各社の監査の実効性を

確保する。 



（５） 監査役会が必要とするときは、

弁護士等の外部アドバイザー

を活用する。 

（５） 監査役会が必要とするときは、

弁護士等の外部アドバイザー

を活用する。 
８．反社会的勢力排除に向けた基本的な考 

え方 
（１） 反社会的勢力排除に向けた社

会的責任を十分に認識し、行動

する。 
（２） 反社会的勢力、団体、個人から

の不当要求に対しては、組織と

して対応し、断固として拒絶す

る。 
（３） 反社会的勢力に対する資金提

供、便宜供与は行わない。 

８．反社会的勢力排除に向けた基本的な考 
  え方 
（１） 反社会的勢力排除に向けた社

会的責任を十分に認識し、行動

する。 
（２） 反社会的勢力、団体、個人から

の不当要求に対しては、組織と

して対応し、断固として拒絶す

る。 
（３） 反社会的勢力に対する資金提

供、便宜供与は行わない。 
 

以上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



添付資料 
平成 23年６月６日決議 

内部統制システム構築の基本方針 

 
１．取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
（１） 法令、定款、社内規定、就業規則の遵守を目的とした、取締役を含む全従

業員がとるべき行動を具体的に示した「企業行動憲章」を制定する。 
（２） 取締役は、取締役会を通じ取締役相互の監視、監督を行う。 
（３） 社内コンプライアンスを恒常的に整備、管理、構築するため、経理部門担

当取締役を責任者とし、各部署より担当者を選出し「コンプライアンス委

員会」を設置する。コンプライアンス委員は監査役、監査室と連携しコン

プライアンス体制の機能状況及び問題点を調査し、取締役会に報告する。

併せて、調査結果に基づき該当部署と改善計画を作成し、その改善状況に

ついても取締役会に報告する。監査役は、コンプライアンス管理体制の機

能状況について監査を行う。 
（４） 社内教育担当部署は、コンプライアンス委員会と連携し、全従業員に対す

るコンプライアンス教育を実施する。 
（５） 取締役を含む全従業員の職務執行に係るコンプライアンス上疑義ある行為

について通報、相談を推進するため、「内部通報者保護規程」を制定し、「コ

ンプライアンス通報相談窓口」を社内及び社外（弁護士）に設置する。 
（６） 反社会的勢力及び団体には毅然たる態度で接し、これらからの要求は断固

拒否する。 
 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
（１） 取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づきその

保存媒体に応じて適切に保存、管理を行う。 
（２） 取締役及び監査役は常時これらの文書を閲覧できるものとする。 

 
３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制 
（１） 当社の業務執行に係るリスクに適切に対応するため、取締役会において「リ

スクマネジメントの基本方針」を決定する。 
（２） リスク管理の実効性を確保するため、代表取締役社長を責任者とした全社

横断的な「リスクマネジメント委員会」を設置し、各部署におけるリスク

の具体的な対応策及び予防措置の整備、運営を支援するとともに、その状

況を取締役会に報告する。監査役はリスク管理の体制の機能状況について

監査を行う。 
 



（３） 特に店舗及びケータリング工場において不測の事態が発生する場合の管理

体制として「食品安全委員会」、「労働安全衛生委員会」を設置し、予防措

置の整備及び損失の最小限化を図る。 
 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
（１） 原則として月２回開催される取締役会、実績検討会議及びグループ月次決

算報告会において、各部門長、管理開発各部長、各子会社社長から重要事

項、月次業績等の報告を受ける。 
（２） 経営に関する重要事項に関しては、経営会議での意見交換及び情報の共有

化を経た上で取締役会において決定する。 
（３） 必要に応じ取締役の担当部門を定め、経営計画に基づいた各部門の目標、

行動指針を決定し、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」に基づ

き職務執行が効率的に行われるよう監督する。 
（４） 経営における意思決定及び監督機能と業務執行機能を明確に分離するため

執行役員制度を導入し、必要に応じ特定部門の業務執行権限を委ねる。 
 
５．当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
（１） 子会社の社長は、原則として当社のグループ月次決算報告会及びグループ

経営会議（各月１回開催）に出席し、当社取締役に重要事項及び月次業績

等の報告を行う。 
（２） 子会社の取締役又は監査役を当社から派遣し、子会社の取締役の業務執行

状況及びコンプライアンス体制、リスク管理体制を監督又は監査する。 
（３） 子会社においても、コンプライアンス教育を実施し子会社各社における内

部統制の実効性を高めるとともに、当社の「コンプライアンス委員会」は

必要に応じて各社への指導、支援を行う。 
（４） 当社監査役と子会社監査役との情報交換の場を定期的に設ける。 

 
６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 
（１） 監査役が要請した場合、内部監査室を監査役の職務を補助する部署とする。 
（２） 上記の要請期間中の内部監査室使用人の指揮、命令権は監査役に委譲され

る。また、同使用人の人事異動、人事評価、懲戒は監査役会の同意を得なけ

ればならない。 
 
７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する

体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
（１） 監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対して、会社の業務執行状況

の報告または書類の提示を求めることができる。また、重要と思われる会



議に出席することができる。 
（２） 取締役及び使用人は、当社及び子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある

事項について監査役に報告する。 
（３） 監査役会は代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等に

ついて意見交換を行う。 
（４） 監査役は監査室、会計監査人、子会社監査役と定期的に意見交換を行い、

連携して当社及び子会社各社の監査の実効性を確保する。 
（５） 監査役会が必要とするときは、弁護士等の外部アドバイザーを活用する。 

 
８．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 
（１） 反社会的勢力排除に向けた社会的責任を十分に認識し、行動する。 
（２） 反社会的勢力、団体、個人からの不当要求に対しては、組織として対応し、

断固として拒絶する。 
（３） 反社会的勢力に対する資金提供、便宜供与は行わない。 

以上 


